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東急コミュニティーは、東急不動産ホールディングスの一員です。

2026年8月25日

株式会社東急コミュニティー

■セミナー、相談会の開催背景

自治体職員向けセミナー開催
～PFIによる文化施設の開館から７年間の取り組みと振り返り～

株式会社東急コミュニティー（本社：東京都世田谷区、代表取締役社長：速川 智行）は、2026年8月

21日、全国の自治体職員向けセミナー「PFIによる文化施設の開館から７年間の取り組みと振り返り

～人、まち、文化を結ぶ交差点を目指して～」を、東大阪市文化創造館（東大阪市の文化施設）での現

地開催とオンライン（ウェビナー）配信を併用したハイブリッド形式で行いましたので、お知らせいた

します。セミナー後、株式会社三菱総合研究所と当社による相談会も実施いたしました。

PPP (Public Private Partnership)
公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことにより、民間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使用や
行政の効率化等を図るもの。

PFI(Private Finance Initiative)
PFI法に基づき、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法。

■セミナー等の様子

東大阪市文化創造館

～ 人、まち、文化を結ぶ交差点を目指して ～

PFIによる文化施設の開館

から７年間の取り組みと振り返り

東急コミュニティー
全国の自治体職員向けセミナー

■セミナー後、「相談会」実施

当社は「セミナーパートナー」かつ「個別パートナー」として、セミナーと
相談会を同時開催いたしました。

当日は北海道から九州まで、全国各地から多くの方にご参加いただき、  
「文化施設の継続的運営のための方策が理解できた」「走り出してからの長い
スパンの課題が具体的に見えた」といったご感想を多数頂戴いたしました。

当社は総合不動産管理会社として、また国土交通省「PPPパートナー」として、長年にわたり自治体と
共にPPPの推進・支援に取り組んでおり、2023年から継続してセミナーを開催しております。

公共施設は整備だけでなく、その後の運営管理を持続的かつ効果的に実施する必要がありますが、社会
情勢の変化が著しい最近では、先を見据えた整備・運営計画や、状況にあわせた柔軟かつ適切な対応の重
要性は更に増していると考えます。

セミナーでは、開館から約7年が経過した「東大阪市文化創造館」をテーマに選び、これまで生じた事
象や、時代・利用者ニーズの変化に伴う運営維持管理の変遷についてご紹介いたしました。
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東急コミュニティーは、東急不動産ホールディングスの一員です。

※掲載内容（画像、文章等）の一部および全てに関し、無断で複製、転載、転用、改変等の二次利用を固く禁じます。

■東急コミュニティーについて

東急コミュニティー管理実績：https://www.tokyu-com.co.jp/performance/

当社は、全国でマンション管理、ビル・施設マネジメント、公共施設
管理運営を行う総合不動産管理会社です。次世代型スポーツ施設や大型
複合施設、空港関連施設など多彩な運営管理業務を展開しています。

東急コミュニティー
主要事業所

マンション管理戸数

811,962戸
（※1）

ビル・施設管理件数

1,133件
（※1）

住宅系 指定管理者

277,436戸
（※2）

ビル・施設
指定管理者

59件
（※2）

PFI事業

40件
（※3）

※1：東急コミュニティー単体/2026年3月31日時点/公共施設を含む
※2：2026年4月1日時点 ※3：2026年4月1日時点/稼働予定・事業終了を含む

■相談会の様子

テ ー マ
PFIによる文化施設の開館から７年間の取り組みと振り返り
～ 人、まち、文化を結ぶ交差点を目指して ～

日 時 2026年8月21日（金）13：30～15：00（相談会セミナー後 50分程度）

開催形式 東大阪市文化創造館現地開催 オンライン開催（Zoom）

演 題
登 壇 者

■PPP/ PFI 推進の最新動向

内閣府 民間資金等活用事業推進室 主査
豊田 真紀子 氏

■東大阪市文化創造館の運営実績と課題

東大阪市 人権文化部文化室 文化のまち推進課長
和田 奈美 氏

■地域とともに賑わいを生み出す民間の工夫とノウハウ

東大阪市文化創造館 館長（株式会社共立）
渡辺 昌明 氏

株式会社東急コミュニティー 西日本支社 西日本事業部
ファシリティマネジメント部マネージャー
吉村 友之 

※所属や役職は開催時のものになります

PPP/PFIの導入、防災に関する協定、エリアマネジメント、地域の活性化など、官民連携に関する
ご相談を積極的に承っておりますので、どうぞお気軽にお問い合わせください。
〇相談窓口 kanminrenkei@tokyu-com.co.jp

今回はセミナー終了後、PPP/PFIの知見が豊富な㈱三菱
総合研究所や当社に対し、現地参加自治体が自由に質問・
相談できる相談会を実施しました。

主なご相談内容としては、「PPP/PFIの基礎知識や導入ま
でのプロセス」などが挙げられ、各自治体の課題や取り組
み状況について、熱心なご相談が寄せられました。

また、参加者同士の情報交換も活発に行われ、官民連携に
よる地域課題解決に向けた今後の可能性についても、多く
のご意見をいただきました。

■当日のスケジュール
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